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平成 25 年８月 30 日 

内閣府（防災担当） 

「事業継続ガイドライン」の改定について 

 

内閣府（防災担当）では、企業等の災害時における事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

及び運用改善を促進するため、平成 17 年８月に「事業継続ガイドライン」を公表し、

平成 21 年 11 月に、「事業継続ガイドライン 第二版」を公表しました。 

 

今回、昨今のＢＣＰ普及の状況、東日本大震災やタイにおける水害の教訓、さらに

は国際動向を踏まえ、本ガイドラインを改めて活用しやすくすることを目的に、「事

業継続計画策定・運用促進方策に関する検討会」において、検討を行ってまいりまし

た。 

 

この度、第二版を改定し、「事業継続ガイドライン－あらゆる危機的事象を乗り越

えるための戦略と対応－」を取りまとめましたので、公表します。 

 

【主な改定内容】 

○ 経営戦略として平時からの取組を強調するとともに、章立てを刷新 

○ 教育・訓練、見直し・改善などを重視し、実効性の向上に関する説明を拡充 

○ 災害の教訓を踏まえ、幅広いリスクへの対応やサプライチェーン等の観点を重視

すべきことを強調 

○ 経営者の積極的な関与やリーダーシップの必要性を強調 

 

＜「事業継続ガイドライン」は以下のホームページをご覧ください。＞ 

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/pdf/guideline03.pdf 
 

 

＜本件問い合わせ先＞ 

内閣府政策統括官（防災担当）付 

 普及啓発・連携担当参事官付補佐 野村 雅之 

主査 筒井 智士 

TEL:03-6205-7026（直通） FAX:03-3581-7510 
 

 



事業継続ガイドライン改定の概要 

BCMの普及啓発 

災害等の教訓反映 

運用に係る内容充実 

国際動向への留意 

改定の方向性 

 東日本大震災等の災害
への対応から得られた 
教訓を盛り込むこと 

 BCP策定後の実効性向

上を目指し、運用に関す
る内容を充実させること 

 事業継続の国際規格で
あるISO223シリーズとの
関係性に留意すること 

 有事のためのBCPから 
平時からの取組（BCM）
へ意識転換を図ること 

トピックス 

・BCP策定済企業の増加 
  大企業：27.6%→45.8% 
  中堅企業：12.6%→20.8% 
  中小企業等への普及促進 

・BCP策定後の見直し等 

  の不足、形骸化 
 見直しを実施していない割合 
 大企業：15.6% 
  中堅企業：47.0% 
 さらに、見直しの取組が十分 
  でなく、改善の必要性ありと 
  の回答は、40%を超える 
【出典】内閣府「企業の事業継続
に関する実態調査（H24.3)」 

・東日本大震災（H23.3.11） 

・タイにおける水害（H23.秋） 

・国際規格ISO22301及び 
 ISO22313発行 

 近年の国内外の事業継続に関する動向や災害の教訓を踏まえ、以下のように改定。 

主な改定内容 
＜章立てを刷新し、BCMを強調＞ 

 BCP策定後に取組が続かない、あるいは文書ばかりが
厚くなり、コストは増える反面、実効性は無くなるなどの課
題に鑑み、単なる文書化が目的とならないよう、従来BCP

に含めて説明されていた「平時からの取組（BCM）」を経
営戦略に盛り込むように強調するとともに、構成の見直し 

＜BCMの実施、BCP/BCMの見直し・改善に
関する章の拡充＞ 

 社内の一部の人達の取組で終始する、あるいは中小企
業等では実施方法が分からず躊躇しているような現状の
課題を踏まえ、様々な企業で平時から取り組み易くなるよ
う、教育・訓練、見直し・改善等に関する内容の充実、項
目の流れの分かり易さの追求 

＜事業継続戦略・対策に関する章の新設＞ 

 特定事象のみのBCPを策定したことにより、想定外の事 
象には柔軟に対応できなかったことから、幅広いリスクに
対応するための考え方を盛り込み、さらには、サプライ
チェーン途絶の経験をもとに、取引先、業界団体、地域関
係者等の様々な連携の重要性も踏まえた代替戦略や対
策に関する内容の充実 

＜経営者に言及する項目の追加＞ 

 取組の現状や災害教訓、国際動向も踏まえ、平時から
の経営者の関与や災害時のリーダーシップの重要性につ
いて強調 
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